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[事実の概要]
Aは有限会社の代表取締役であったが、右有限会社は約3億円の負債を抱えて昭和56年に倒産した。その際、A自身も右会社の店舗の改装費用等の債務を個人で負担しており、それらの中で主なものはX(原告・被控訴人・被上告人)に対する約2395万円の債務と、B信用金庫に対する約3800万円の債務であった。B信用金庫はAに対する右債権を担保するために、A所有の宅地（以下では本件物件㈠と表記する――筆者)・居住用家屋（本件物件㈡)・農地(本件物件㈤㈥㈧)に極度額3000万円の共同根抵当権を設定していたが、Aが債務の弁済をしなかったため昭和57年3月に共同根抵当権に基づいて、前記物件㈠㈡㈤㈥㈧の任意競売を申し立てた。しかし,本件物件㈠㈡にはAの母が1人で居住していたため、任意競売が実行されるとAの母が右家屋に居住できなくなるおそれが生じた。その対策を講ずるためにAはCに相談し、CはY1及びY2(Y1が代表取締役に就任している会社)にA所有の不動産(本件物件㈠～㈨)の買受けを求めた。その結果C=Y1間で、①Y1はA所有の農地㈧～㈨を1000万円で買い受けること・②Y2会社が前記㈠㈡の宅地及び家屋を3500万円で買い受けAの母を終生居住させること、の2点について合意が成立した。この合意に基づいてAからY1・Y2(被告・控訴人・上告人)に㈠～㈨の物件の所有権が移転し、Cが所有権移転登記手続を完了した(物件㈠㈡についてはY1名義を経由してY2名義となった)。そして、CはAの代理人として売却代金4500万円のうちから3000万円をB信用金庫に弁済し、Bは任意競売の申立を取り下げ共同根抵当権の登記を抹消した。

そこで、XがAからY1・Y2への本件物件㈠～㈨の売買が詐害行為に該当することを理由に、その取消しと取消しに基づく抹消登記手続とを請求した。原審はXの請求を認容し次のように判示した。すなわち、本件物件㈤㈥㈧の価額は1000万円を下回る額であり、Bの共同根抵当の被担保債権額の3000万円を下回るから取消しの対象とはならない。しかし、本件物件㈠㈡の価額は3500万円であり、そこから被担保債権額の3000万円を控除した額は、取消債権者Xの被保全債権額(2000万円)を下回るから、㈠㈡の所有権を債務者Aに復帰させるのが相当であると述べて、Y1・Y2に抹消登記手続(現物返還)を命じた。これに対しY1・Y2は、本件の如き事実関係の下で㈠㈡の現物返還を肯定するならば、抵当権の付着していない不動産が一般債権者の共同担保として債務者の資産中に復帰することになり、債権者や債務者に不当な利益を与える結果となると主張して上告した。
[判旨]
破棄差戻し。

「共同抵当の目的とされた数個の不動産の全部又は一部の売買契約が詐害行為に該当する場合において、当該詐害行為の後に弁済によって右抵当権が消滅したときは、売買の目的とされた不動産の価額から右不動産が負担すべき右抵当権の被担保債権の額を控除した残額の限度で右売買契約を取り消し、その価格による賠償を命ずるべきであり、一部の不動産自体の回復を認めるべきものではない(最高裁昭和30年(オ)第260号同36年7月19日大法廷判決・民集15巻7号1875頁，同61年(オ)第495号同63年7月19日第三小法廷判決・裁判集民事154号363頁参照)。

そして、この場合において、詐害行為の目的不勤産の価額から控除すべき右不動産が負担すべき右抵当権の被担保債権の額は、民法392条の趣旨に照らし、共同抵当の目的とされた各不動産の価額に応じて抵当権の被担保債権額を案分した額(以下「割り付け額」という。) によると解するのが相当である。」と述べた上で、本件事案の解決については「そうすると、前示事実関係によれば、……右被担保債権額3000万円を本件㈠㈡物件の価額と本件㈤㈥㈧物件の価額に応じて案分して、本件㈠㈡物件が負担すべき割り付け額を算出した上、本件㈠㈡物件の価額から右割り付け額を控除した残額の限度で、Y2会社に対し、その価格賠償を命ずるべき」であると判示した。

